



















ればならなし、。これらの問題点を考察するためには， N.Kaldor, A. Stobbe, 
L. L. Pasinetti, A. C. Chiang, J. Kromphardt, L. Kowalski, M. Neumann, 






(1) Kaldor, N., “Alternative Theories of Distribution", ReviewザEconomicStudies, 
Vol. 23, 1955ー 56,pp. 83-100. カルドアの勤学的接近方法による分自己理論は次の
重要な文献で示される。 Kaldor, N., "A Model of Economic Growth'', Economic 
Journal, Vol. 67, 1957, pp. 559-624 ; Ditto，“Capital Accumulation and Economic 
Growth'', in Lutz, F. A. and Hague, D. C. (edsふ TheTheory of Capital, 1961, 
pp. 177-222. Kaldor, N. and Mirrlees, J. A., "A New Model of Economic Growth'', 
Review of Economic Studies, Vol. 29, 1962, pp. 174-192. 置塩信雄先生，「N.
Kaldorの均衡成長論についてJ，『国民経済学雑誌J，第110巻，昭和39年11月， 37-5
5頁；同， 「N.Kaldorの均衡成長 Model」，『理論経済学J,1965年8月， 1-8頁。
McCallum, B. T.，“The Instability of Kaldorian Models'', Oxford Economic Paρers, 
Vol. 21, 1969, pp. 56-65. Champernowne, D. G.，“The Stability of Kaldor’s 1957 
Model”， Review of Economic Studies, Vol. 38, 1971, pp. 47-62. Stobbe, Aリ
Untersuchungen zur makrookonomischen Theorie der Einkommensverteilung, 1962, 
s. 69-91. Pasinetti, L. L.，“Rate of Profit and Income Distribution in Relation 
to the Rate of Economic Growth’＇， Revie叩 ofEconomic Studies, Vol. 29, 1962, 
pp. 267-279. Chiang, A. C., "A Simple Generalization of the Kaldor-Pasinetti 
Theory of Profit Rate and Income Distribution”， Economica, Vol. 40, pp. 311-
313. Kromphardt, Jリ，，Kapitalbildung・inArbeitnehmerhand und Einkommensve-
rteilung im Gleichgewicht“， Zeitschrift fur die gesamte Staats叩issenschaft,Bd. 122, 
1966, s. 247-257. Kowalski, L., Einkommensverwendung, Einkommrmsverteilung 
und Vermδgensverteilung, 1967, s. 63-157. Neumann, M., ,,Sparquote der Arbeiter 
und funktionale Einkommensverteilung“， Zeitschrift fur die gesamte Staats叩isse-
nschaft, Bd. 127, 1971, s. 744-747. Rothschild, K. W., ''Thema and Variations 
一一一一Remarkson the Kaldorian Distribution Formula’＼ Kyklos, Vol. 18, 1965, 
pp. 652-667. Samuelson, P. A. and Modigliani, F., "The Pasinetti Paradox in 
Neoclassical and More General Models'', Reviewザ EconomicStudies, Vol. 33, 
1966, pp. 269-301. Kalecki, M., Theories ofι、conomicDynamics, 1954, pp. 11-
40. Sen, A. K.，“Neo-classical and Neo-Keynesian Theories of Distribution’＼ 
Economic Record, Vol. 12, 1963, pp. 53-64. Gruber, U.，円Einkommensverteilung 
und Monopolgrad“， Jahrbucher fur NationalOkonomie und Statz・stik, 1964, Bd. 

























(2）例えば，次の文献による。 Schmitz,Gリ Kaρitalbeteiligungdes Arbeitnehmers am 
arbeitgebenden Unternehmen, 1955, s. 58-66. Pasinetti, L. L., op. cit., p. 270. 
Weddigen, W., Die wirtschaftlichen Folgen des lnvestivlohns, 1964, s. 52, s. 64. 
Kowalski, L., a. a. 0., s. 191. Klilp, B. und Werner, J., Wachstumspoli・tikVer-









(3) Y.z; =L+G.z; 
(4) YG =G(} 
(5) G =GG+G.z; 
(6) SA. =s.z;L+sRGL 
(7) SG =sGGG , l>sG>sR>s.z;>O 
(8) S =SG+S.A 
(9) G（｝＝πKG 
。 G.z;＝πK.z; 
。 G ＝πK 
（白：） S =I 
記号は次の通りである。 Yは国民所得， Gは利潤所得， Lは賃金所得， y（｝ は
資本家が取得する所得， Y.z;は労働者が取得する所得， GGは資本家が取得する







モデ、ルの体系は，式12，変数12(G, L, YG, Y.z;, GG, G.z;, S, SG, SA., K, 



















をA.(l>.A.>O）とおき，資本家の所得 Yaを Ya二 (1ーのL十Ga，労働者の所得 YLを
YL=A.L十Gr,と定義する。 A.=lのときには，賃金所得はすべて労働者の手中に入り，
資本家は利潤所得だけを取得することを仮定している。 Meade,J. E., "The Rate of 
Profit in a Growing Economy", Economic Journal, Vol. 73, 1963, pp. 665--674, 
especially p. 669. 
Samuelsonと Modiglianiは， Meadeのような Yaと YLとLの定義をしてし、
ないが，総資本量 Kを資本家と労働者の2つの資本量 KaとKLに区別する（K=
Ka十KL）。Samuelson,P. A. and Modigliani, F., op. cit., p. 271. 
Stobbeは，独占度理論とケインズ派分配理論とを綜合化した分配理論におし、て，
賃金所得Lは労働者の貯蓄SLと労働者の消費CLから構成され （L=SL+CL），利潤所
得Gは資本家の貯蓄 Saと資本家の消費 Caから構成される （G=SaトCa）と定義す
る。なお， Stobbeの長期分析では，労働者の所有する財産（資本量〉は労働者の資
本量KLであり，労働者の取得する総所得 YLは賃金所得Lと労働者の利潤所得πKL




















G河口v聞の基本関係」（Pasi附 ti,L. L. ,op. cit., pp. 272-273.）を示す式玄；＝玄十
三＝πであるo この定義式は，短期均衡の場合にあてはまり，長期均衡の場
合にはあてはまらないものとするO この仮定によれば，資本家と労働者が取得





























k s (15) 
(4) 単純なH視的均衡条件は次の 3つの条件で、示される。①事前的貯蓄と事前的投資
の間には 3ニIが成立する。②資本量Kの成長率は国民所得 Yの成長率に相応し，
AK AY てKーニ~が成立する。③ Harrod の中立的技術進歩と労働人口の所与の成長率n の
下では，生産酬に完全雇用が保証され， ＿I}~ニ呼ニ n が成立する。
A .N ~ 






K 条件ωを考慮すれば，（6), (10), (15), -- = hの各式から次式が得られる。y 
K~ SA SLL十SRGL＝一一一 -~I:____(l 一対〉十一了－rrk-K S - I -i 仕団
ここで， tは投資比率一てあるo 」の式から労働者の財産分配率三九I . ,. y 
KL SL(lー πめ
K -i -SRπh (17) 
この式を凶式へ代入して整理すれば，均衡財産分配の場合の供給面において
決定された階級的分乱物こ労働者の所得分配率手が得られるo
(1：司 YL (1ー πk)(i-SRπk十SLπk)












Gnを決定する（Harrod,R. F., To叩arda Dynamic Economics, 1948, p. 108.）。すな
わち， Gn=nである。従って，恒常的状態，あるいは， J.Robinsonの「黄金時代」の周












仕切 I S S & Sa L CL Ga l＝一一一＝一一一＝ー 」二十一一一 ＝SL・一一十 一一一十s一一一y y y y y SR y (} y 
=(s…） (1ー ゆs川一〉子
この式からは機能的な所得分配率了と~y も階級的な所得分配率乎G L 













(1－πk){iー （sR-SL）付｝ sa-iー （sR-SL)(1ー πめ







＝ー ヱー ， あるし、は， π＝ i-SL 
Gk (sR-SL)k 











であることがわかる。また， D.Ricardoの古典派貯蓄画数ではl>sG>O, SL= Q 
n 




(7) J. von Neumannは，最低生存水準を上回るすべての所得は再投資されるという仮
定にもとづいて，古典派的な貯蓄の仮定，すなわち，労働者は貯蓄しない（実際には
できなしっし資本家は消費しないことを仮定している。 vonNeumann, J., "A Model 
of General Economic Equilibrium”， Review of Economic Studies, Vol. 13, 1945-
46, pp. 1-9. この英語翻訳の原論文は”Uberein砧 onomischesGleichungssystem 
und eine Verallgemeinerung des Brouwerschen Fixpunktsatzes“であり，講義科目
コロクヴィウムの内容である（Ergebnisseeines mathematischen Kolloquiums 8, 
Leipzig-Wien, 1973.）。 Neumann論文の批判には，例えば，次の文献がある。 Cha-
mpernowne, D. G., "A Note on J. von Neumann’s Article on 'A Model of General 












(g) Ga- G 
配率に関連していないから， Pasinettiの条件から①弱；＝-:sーが成立するO
資本家と労働者のそれぞれの均衡財産分配の場合には，集計に対応する関係













界生産物f'Cf3＊）は利子率に等しく， soとnによって決定される Cf＇（伊）二戸＝ー竺－－ L
s G ’－ 







聞の分配を意味する。 Stobbe,A., a. a. 0., s. 20, s. 35-36. 





















凶 Pasinetti, L. L., op. cit., pp. 271-273, p. 277. この点については， Pasinettiと
P. P. Chang, Kromphardt, Neumannとの聞に論争がある。これを註（9）の拙稿で吟味
し，検討している。 Revie叩 ofEconomic Siudiesの第31巻， 1964年，の誌上では，
Chang, P. P.，“Rate of Profit and Income Distribuiton in Relation to the Rate of 
Economic Growth’； pp. 103-105，と Pasinetti.L. L., "A Reply to Professor 
Chang”＇p.106，との論争がある。また， Zeitschnftfur die gesamte Staatswissenschaβ 
の第127巻， 1971'.i三と第129巻， 1972年， の誌上では， Neumann, M., a. a. 0., Bd. 
127, s. 744-747; Kromphardt, J., ,,Bemerkungen zu M. Neumanns Kommentarぺ
Bd. 127, s. 748-749 ; Miickl, W. J., ,,Die Gewinnquote im Pasinetti-ModellぺBd.
128, SS. 525ー 531; Neumann, M.…Replik", Bd. 128, s. 532ー 533; Kromphardt, 
J., a. a. 0., Bd. 128, s. 534-536 ; Miickl, W. ]., ,,Eine Erganzung zu Kromphardts 
zusammenfassenden Beitrag“p Bd. 128, SS. 537ー 539, の論争がある。
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定すれば，利潤率 π，資本家の貯蓄性向 S（｝，労働者の貯蓄性向 Sr.と SRにも
















倒式の経済諸量の中で，外生変数が π，i,k, SR, Sr.，内生変数が SGである場































































凶 Kregel,J. A., Rate of Profit, Distribution and Growth, 1971, p. 148. 














(27) Gr.=G一一＝GK (sG-sR)i 
(9), (1), (25)式と定義式 K=KG+Kr.から，




KG Kr. 仮定も含まれる。いま，短期において2つの財産分配率一ーと一ーが一定であK K 
ると仮定する0 K=KG+Kr.と倒，（28), (1）式を（12), (8), (6), (7）式から得られる
I= S =SG+SA=sGGG+sr.L+sRGr. vこ代入して整理すれば，利潤分配率手が
得られるO














Ge G Ge i-sr. Ke 










G i-sr. 知の Kaldorモデルの均衡利潤分配率一一＝一一一ーが得られる。また，側式か〔・~~ Y Se-Sr. 
ら資本家の利潤分配率ーそ＝三三笠全互が得られる。次に， se>sR=sr.とおけば，Y se-sr. K 
G ω式からPasinettiモデルに相当する均衡利潤分配率一一＝一一－-v-が得らY se-sr. .n..e 
れ，（30）式から周知の P羽田tiモデルの資本家の均衡利潤分配率与＝与三.r se一回:JL
が得られる。これらの分配率はし、ずれも短期均衡の場合だけに成立する。


















｛~ τ てみ7 ~ ,. 
者の利潤分配率一一ーは賃金分配半 ーよりも大きい〉」とがわかる。これに対し}: y 
蓄性向が存在するモデ、ルにおいてさえも妥当性をもち，広範な適用性をもっているこ
























~~ ., .G(} G GL L 
取得できないときには，一ーは に等しくなり 一一ーも一ーに等しくなる。y Y ’ Y y 0 
G G(} i-SL K(} 
この場合には，一一一一一一一一一ーが導かれる 一一一＝Oのときは，一一＝Oy - y -S(}-SL ° K 
t~ l-SL ~ 







明らかである。他方の条件制）から 2つの貯蓄性向 S（｝ とSRが投資比率 iに対し
三どのような値をとるかはわからないo このことは 2つの財産分配率警と
？の値ばかりでなく 2つの貯蓄性向 S（｝ とSRの水準にも依存する。条件制）に
は一般的条件として若干特別な場合が含まれる。 Pasinettiモデルの条件 S(}>i

















率i(＝十）は横軸に平行吋かれる 0 (29), (12）式と定献す＝iから得られる
貯蓄性向←手〕は S=SL十fSG~＋sR(lー豆町－sL1 -%-=sL+ l与（sG一¥ 1/ l K ¥ KJ J1 IK 
な）＋（sR－担〉）手で示されるから，貯蓄性向 Sは利潤分配率手の 1次画数
KG である。この直線sの勾配は，一定一（sG-SR）十（sR-SL）であり，正の値であるo













の場合だけを考慮すれば， K =K11-十KL, （訂），（部~＇ (1), (12), (8), (6), (7）式から
(_Q_によとなる すなわち，均衡利潤分配率は資本家の貯蓄性向 SG と投Y ) SG o 
資比率 tによって決定され，労働者の2つの貯蓄性向によって決定されないこ
とになるO 図において直線sが移動すれば，貯蓄性向 SG, SR, SLと財産分配率
＿＿：！！：＿＿＿ ー土が変化するo例えば， SGと川ともに上昇すれば，仮定信号ょK~ Kr. 
K ’ k 
o, 1乙ぞと0の下で直線 Sは旋回点Eから左上方へ移動する。同様なこと




利潤分配率（ー ミー ） の値は小さくなるO
第 4 象限ゐ色絵~は， ω式と定義式 K=K11-+KL から得られる資本家の
~－ K11- Q-SL)SG一（sR-SL)i
財産分配率をあらわし，てKー ニ 長二sR5z である。資本家の財産分配
率は短期では一定であると仮定できるから，この分配率が上昇すればするほど，

















































小論には多くの問題点が残されているO まず第uこ， Kaldorの仮定や Pasi-
nettiの仮定に見落されたこと，すなわち，労働者が貯蓄とともに財産を形成す
るとし、う事態を無視したことに異論を唱えて Kaldorモデ、ルや Pasinettiモデ‘ル
とは異なる分配理論的接近方法を小論において展開したが，この場合の労働者
の2つの貯蓄性向の二重性についてさらに検討した帰結を分配モデ、ルに導入し
なければならなし、。第2に，小論のモデ、ルには利潤率と利子率が等しいという
Pasinettiの仮定を適用したが， この仮定を検討することは極めて重要なこと
であるO 労働者と資本家が取得する利子率（配当率〉と利潤率には格差がある
からである。この格差が考慮されたケインズ派分配理論を展開することは巨視
的分配理論の課題の 1つであるO 第3に，小論のモデルに留保利潤の存在を導
入した場合の分配モデルを形成して分配理論的・分配政策的合意、を検討しなけ
ればならなし、。第4に，長期均衡の分析，特に機能的分配と階級的分配のそれ
ぞれの分配関係や定式化を明示し，特別の均衡解も導かなければならなし、。長
期均衡における分配モデ、ルを形成し，考察することは，モデ‘ルの基本構造や接
近方法に係わる分配関係，分配決定式，分配決定要因などを明確にするために
是非とも必要である。第5に，短期分析，長期分析のいずれを問わず法人税，
賃金税，利潤税，その他の税などの財政的要因やいろいろな金融的要因を考慮
した分配モデルを形成することも必要である。第6に，供給指向的分配理論に
（同出稿，「留保利潤と所得分配（1）」，『産業経済研究J，第12巻，第4号，昭和47年3
月， 1-27頁；同，｜留保利潤と所得分配（2）」，同誌，第13巻，第1号，昭和47年5
J' 1-39頁；同，「留保利潤率，株式評価率および所得分配」，『富大経済論集』，第
22在，第2号， 1976年11月， 149--172頁，などにおいて若干検討している。
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おいては，技術的要因としての資本係数だけでなく，他の要因，例えば，生産
関数に関連する諸要因（限界生産力原理など〉，技術進歩，独占度，資本家の
価格政策やその市場行動などの諸要因も考慮、しなければならなし、。
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